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はじめに―問題設定
1950（昭和 25）年以降，大阪において「老人
問題」は深刻な問題として捉えられていた。こ
うした大阪における「老人問題」のせり出し（1950
（昭和 25）年～）の背景には，その前段として
大正期の「乳児死亡率」の増加という問題の焦
点化とそれに対する自治体レベルにおける取り
組みがあった（大阪市民政局，1978；和田，2005；
樋上，2009）。ここで乳児死亡率が低下すること
の「次の問題」として老人の問題が指摘されて
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This paper aims to confirm the following three points about Sumiyoshi Ward, Osaka in the mid-
1960s: （1）The infant mortality rate and elderly population were major issues related to poverty,
（2）the residents responded to these issues by starting a social movement calling for policies 
allowing themselves greater autonomy, and（3）such autonomous involvement, which started 
with the residents’ social support efforts, eventually became integrated into social welfare policy.  
This paper examines the report “The Population and Families of Urban Buraku: A Study on the 
Official Family Registry of Sumiyoshi District, Osaka City,” which was initiated by the leaders of 
the buraku liberation movement in 1964.  A detailed study of the report using a sociological 
approach finds significance that the report [1] set the residents’ own criterion to measure the 
effects of future Dowa（antidiscrimination）policies, [2] owns discourse effect accordingly, 
encouraging the self-awareness of the residents by pointing out their lack of legal consciousness, 
and [3] found that the major issue was the unbalanced population structure which consisted of a 
high percentage of socially vulnerable infants and elderly people who were left behind in 
Sumiyoshi and there were not enough young people who would ordinarily support the district.  
The overarching conclusion of the report was that the issues confronting Sumiyoshi Ward should 
be solved through greater autonomy for the district’s residents.
Key Words :  Urban buraku, Sumiyoshi, infant mortality rate, issues of the elderly, social problems
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いく。
本稿で事例として取り上げる住吉地区におい
ても 1960 年代前半に「乳児死亡率」の増加が確
認され，その低減が同和行政の効果を測る一指
標（メルクマール）とされた。同和事業の開始
直前に地域性を踏まえた測定指標を設定し得た
ことは，事業に対する評価を測るためだけでな
く，「当事者」運動の指針に影響したという点で
も意義深いものだった。そして乳児死亡率の低
減をみた後，70 才以上の老人数が発見されてい
く。高い乳児死亡率の背後には既に老人問題が
潜在していたのだった。そして乳児死亡率の低
減が達成されるやいなや老人数が問題としてせ
り出していく。すなわち人口構造上の問題とし
て浮上するのは，「支える側」であるはずの人々
（生産年齢人口）の状態こそが不安定であった事
を，「支えられる側」（乳幼児や老人）の置かれ
ている状態を明示する事を通じて，照射するの
である。その実，大阪住吉での「老人問題」の
発見とは「地域に残された人びと」の問題化で
あった。1）
部落エリアの人口構成のバランスが崩れ，も
はや住民自治が成り立たなくなったが故に，乳
児死亡率や高齢化率は取り沙汰された。そして
その都度，適宜，生産年齢人口の調達が政策と
しても運動としても希求されてきたのだ。しか
しながら，その対応策は主として住民自治の回
復として「当事者」，つまり「地域に残された人
びと」に託されてきた。
本稿では，なにゆえ住民自治が成り立たなく
なったのかという問題意識をもとに，住民自治
による回復を前提とした問いの立て方とその対
応策について，1964（昭和 39）年に公表された
研究報告書である『都市部落の人口と家族―
1） この後も同和教育などの取り組みもあったし，就
労問題などもあったので，「地域に生まれ育った
人たち」への支援・政策が展開されていくが，本
稿ではその前段としての問題の在り様について確
認するにとどめる。
大阪市住吉地区における戸籍の研究』（大阪市同
和問題研究室）を主要な先行研究として解読し
つつ，この報告書が産出した言説効果について
多角的に検証することを目的とする。なお，こ
の報告書が作製された時期は同和事業実施直前
の重要な時期であり，行政による精密調査（大
阪市同和問題研究室，1965 年～ 1966 年，『大阪
市における同和事業の効果測定』，大阪市同和問
題研究室）の実施が予定されており，行政調査
に先んじて当事者運動側から地域課題を詳細に
剔出し提起しようとする意図のもと戸籍を扱っ
た調査研究が実施された。一つの地区に限定し
詳細に亘る調査研究を実施したことによって，
いかなる言説が見出され，その言説が後の事業
や「当事者」運動の推進にいかなる影響をもた
らしたのか，という点を明示したい。
1．『都市部落の人口と家族―大阪市住吉地区
における戸籍の研究』（1964（昭和 39）年）
1964 年に同和問題研究室が実施した住吉地
区における研究報告書（1964（昭和 39）年）2）
では，1872（明治 5）年から 1963（昭和 38）
年までの戸籍資料分析 3）を通じて，主に次の点
を明示している。第一に，戸籍の限りにおいて
住吉の人口動態を時系列に示し，第二に，人口
動態の時系列データ推移から「多産多死」傾向
を見出した。第三として，「多産多死」の背景（主
要因）として「住民」の「法意識の欠如」を指
摘しつつ，第四に，その「法意識の欠如」の根
拠として，「嫡出子，庶子，私生子」の多さを
2） 本研究は，大阪市住吉区住吉町地区における戸籍
の分析を通じて，都市部落の人口現象と婚姻およ
び「家」制度などの実態へのアプローチを目的と
した調査結果の報告である。
3） 「本報告における資料は，明治 5年のいわゆる壬
申戸籍をはじめ，その後の除籍法および現在戸籍
など戸籍法にかぎられている（同和問題研究室，
1964）」と留意点を述べる。
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示唆している 4）。
以下，報告書の要点について概説しておく。
1―1．調査に至る経緯と実施体制
報告書にはこう記されている。「住吉地区の戸
籍の調査分析については，早くから，住田利雄
4） 目次は，「まえがき」「1　人口」，「2　婚姻」，「3　
「家」」，「4　社会圏―通婚と社会移動の範囲
―」「5　むすび」「（註）」であり，全 42 頁から
成る。各項において，細部にわたる集計表（全 30
表）を明示した実証研究である。「1　人口」にお
いては「第 1表 年度別，転入，転出（合計）数お
よび転入，転出率」，「第 2表 年度別，出生，死亡
数および出生，死亡率」，「第 3表 年度別，転入，
転出（合計）数および転入，転出率」，「第 4表 年
度別，自然増加率，社会増加率および増加率」，「第
5表 　年度別乳児死亡率および乳児死亡率」，「第
6表 年度別，死亡年令別，死亡者数」の表が作成
されている。「2　婚姻」では「第 7 表 年度別，性
別，婚姻年令別，婚入人口数および婚出人口数」，
「第 8表 年度別，事実婚と法律婚との誤差（婚入
者の婚姻届出年月日と初子との年令差）」，「第 9
表 年度別，嫡出子，庶子私生子別，出生数」，「第
10 表 年度別，性別，認知による転出入人口」，「第
11表 表（1）夫と妻の婚姻年令（明5年～明32年）」，
「第 11 表（2）夫と妻の婚姻年令（明治 33 年～大
13 年）」，「第 11 表（3）夫と妻の婚姻年令（大 14
年～昭 24 年）」，「第 11 表（4）夫と妻の婚姻年令（昭
25 年～昭 38．8）」，「第 12 表 夫と妻の年令差」，「第
13 表 婚姻年度別，形態別，現住，非現住別同和
婚事例数」が表として示されている。「3　「家」」
では「第 14 表 戸籍上の地位別，性別，人口（明
治 5年）」，「第 15 表 世代数別家族形態別戸数（明
治 5年）」，「第 16 表 性別，年令別，人口数（明治
5年）」，「第 17 表 職業別戸数（明治 5年）」，「第
18 表 家，屋敷などの所有率（明治 5年）」，「第 19
表 所有田畑面積別戸数（明治 5年）」，「第 20 表 
年度別，戸籍上の「家」の増減」，「第 21 表 出し
ている分家数別原住（明 5 在村）家数」，「第 22
表 分家年別戸主（親）との続柄別戸数」，「第 23
表 分家年別分家戸主の分家年令別分家数」，「第
24 表 本・分家・来住家別，現在の状況」，「第 25
表 現住する家の戸籍上の地位」を表作成している。
「4　社会圏―通婚と社会移動の範囲―」では
「第 26 表 年度別・性別・前住地別，婚入人口数お
よび婚出地別婚出人口数」，「第 27 表（1）年度別，
性別，婚入前の本籍地別婚入人口数その他府下地
区の内訳」，「第 27 表（2）年度別，性別，婚出者
の婚出地別婚出人口数（その他大阪府下地区の内
訳）」，「第 28 表 年度別，前住地別，転入人口数お
よび転出地別転出人口数（一般転入）」，「第29表（1）
年度別，性別，前住地別，転入人口数（その他 大
阪府下地区の内訳）」，「第 29 表（2）年度別，性別，
転出地別，転出人口（その他 大阪府下地区の内
訳）」，「第 30 表 年度別，出生地別出生人口数およ
び死亡地別死亡人口数」を作成している。
理事ならびに小林茂理事によって，その研究が
提案されていたが，戸籍法そのものが，阿倍野，
住吉両区役所に分散しており，かつ，その作業
が著しく煩雑であることから着手しがたい状勢
にあった。たまたま，すでに他の地区の戸籍分
析の経験をもつ山本が，研究室の理事に参加し
たことから，1963（昭和 38）年の大阪市同和問
題研究室の研究テーマとして，住田利雄，小林
茂および山本の共同によって，住吉地区戸籍の
調査を行うこととなった。
研究を開始するに至った経過は以上のごとく
であるが，実際の作業は，1963（昭和 38）年 7
月より 8月にかけて，住吉地区の実情にくわし
い住田理事および梶川国男氏の協力のもとに，
阿倍野，住吉両区役所の援助をえて，山本の指
導によって，大阪市立大学文学博士中川喜代子
が担当し，また，報告書も中川が草稿を執筆した。
山本は，単に語句その他の修正をしたにとどま
るが，報告書作製の責任は中川，山本の両名が
負うものである。5）」（同和問題研究室，1964）
ここでは調査実施にあたって研究者のみなら
ず様々な立場の人々の関与が確認できる。その
背景・経緯として，この時期，行政による精密
調査（大阪市同和問題研究室，1965 年～ 1966 年，
『大阪市における同和事業の効果測定』，大阪市
同和問題研究室）の実施が予定されており，行
政調査に先んじて運動側から地域課題を剔出し
提起しようとする意図があった。そのため運動
体代表者と同和問題研究室の専門家や区役所等
の行政との共同によって本調査は実施される必
要があった。いわば，行政実施の調査結果に基
づいてニード判定基準が設定される前に，「当事
者」組織こそが当事者に関するニーズについて
より深く理解している事の例証としても本調査
は位置付けられている 6）。
5） 報告書の意義については同報告書（p.1）参照。
6） 近年，「財団法人住吉隣保館 50周年，故住田利雄
さん生誕 100 年記念事業」において「自主解放」
の精神を運動体が醸成してきた事が再確認された。
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1―2． 「問題提起」としての調査研究―人口増
加及びその原因について
また報告書では，問題意識として「未解放部
落における人口の問題は，部落民が，いわゆる
マイノリティ・グループ（少数者集団）である
ところからくる相対的な地位の低さや差別と結
びつき，他方，その急激な人口増加にともなう
貧困化と関連することから，とくに重要である」
とし，「人口現象の基礎的な舞台としこの家族の
あり方，すなわち，家族形成の契機としての婚
姻関係や，「家」の存続・継承なども，部落研究
の基本的テーマたりうると考えられる。限定さ
れた地域内での通婚，とくに部落内婚率の著し
い高さや，長男子単独相続を規定した明治民法
施行下における独特の相続慣行など，部落に共
通してみとめられるいくつかの傾向は，特異な
その人口現象とともに，未解放部落の社会的経
済的低位性ときりはなしては考えられないから
である」（同和問題研究室，1964）と記されてい
る。すなわち，家族形成の契機としての婚姻関
係や，「家」の存続・継承までも含めた人口動態
と社会集団の実態を調査研究の対象（射程）と
しつつ，そこから剔出された部落の「特異性」
を明示することこそ，以後の事業及び運動展開
において重要であると「問題提起」している。
家族や「家」の形成過程に表される部落の人び
との「暮らし方」や習性の中にも改善すべき点（メ
ルクマール）があり，それを見出すことを通じて，
生活改善の指針を提起しているのである。そし
てこうした視線はこの調査において初めてなさ
れたのではない。（後述するが）戦前の部落改善
政策の中にも見出せるものである。
次に，報告書では，大阪市住吉区住吉町地区
の人口推移について，「農村地帯にある部落の場
合とほとんど変わらない傾向」であると論じ，
1872（明治 5）年には男性 148 名，女性 159 名，
計 307 名であった地区人口が，1915（大正 4）
年には男性 383 名，女性 422 名，計 805 名となり，
2.8 倍近くに膨れ上がった。更には，昭和 38 年
8 月の調査時には男性 739 名，女性 784 名，計
1523 名に増加し，その人口は 5倍近くにまで飛
躍的に増大したのであることを指摘している（同
和問題研究室，1964）。そして，この人口増加の
内実にこそ「部落的問題が潜んでいる」と報告
書は指摘する。
「ただ，一般的な意味での都市人口の増加の原
因が，ほとんど社会移動による転入人口である
のに対して，住吉部落の場合，以下に検討する
ごとく必ずしもそうでないところに部落的問題
が潜んでいるといえる。」（同和問題研究室，
1964）
つまり，住吉地区における人口増加の原因は，
「社会移動による転入人口の増加」によるもので
はなく，出生率の増加すなわち「自然増加」に
よるものであることが明示される。報告書は「第
2表 年度別，出生，死亡率および出生，死亡率」
と「第 3表　年度別，転入，転出（合計）数お
よび転入，転出率」及び「第 4表 年度別，自然
増加数，社会増加数および増加率」7）においてセ
ンサスデータを表示しつつ次の様に述べている。
「では，このような人口の増加はいかなる原因に
よるものであろうか。第 2表は各 5年ごとの出生，
死亡，第 3表は転出入，第 4表は両者を合わせた増
加率を示している。まず出生率をみると，明治 10
年台がやや低いが，明治初年から昭和初年ごろまで，
年平均 50（人口 1,000 に対し）前後という高い出生
率を示している。とくに明治 28 年～ 42 年ごろまで
の出生率が高く，28 ～ 32 年の 58.2 をはじめ，33 ～
37 年が 54.6，38 ～ 42 年が 54.2，となっているし，
7） 同報告書（同和問題研究室，1964：7―8）によれ
ば「第4表により，人口増加の原因が明らかとなる。
すなわち，91 年間の平均増加率は 15.4 であるが，
自然増加率が（＋）15.8 に対して社会増加率は（－）
0.3 を示しており，住吉地区における激しい人口
増加の原因は，高い死亡率を上まわった出生率に
よる自然増加であり，社会増加はむしろマイナス
であるということができる」とされる。
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大正に入っても 9～ 13 年では 55.9 という高率を示
している。昭和 10 年以後 24 年までは，30 台とや
や低くなり，25 年からは，漸く 20 台ないし 10 台
に落ちているが，91 年間の平均は 38.3，1 年に 33
人ずつ出生したことになる。この値は，鳥取県の江
尾五丁目地区の 33.7，徳島市西丁地区の 36.1，など
と比較してみても，むしろこれらの農村地区を上ま
わる高い出生率だといえる。また，全国平均との関
係は，計算の基礎が異なっているため一概にはいえ
ないが，もっとも高かった大正末期から昭和初期で
人口 1,000 に対して 31 ～ 41，昭和中期で 29 ～ 31，
戦後は終戦直後の32～34から，最近は19であるが，
住吉地区の場合，明治，大正年間には全国平均を
20 ～ 25 程度上まわった出生率だといってよい。つ
ぎに死亡率をみると，出生率の高かった明治 20 年
代から昭和初期にかけては，死亡率も 30（人口 1,000
に対し）以上を示し，明らかに多産多死
4 4 4 4
の傾向があっ
たことを推測せしめる（たとえば，明治 18 ～ 22 年
では，出生率 42.8 に対し，死亡率が 39.6 となって
いる）。全国平均の死亡率は，大正時代で 22，昭和
に入っては 16 ～ 18 を上下するが，戦後は，14 か
ら最近の 8にまで下がっている。したがって住吉地
区の場合，戦後はともかくとしても，それ以前は，
死亡率もかなり全国平均を上まわる高率であったこ
とは否定できないが，それでもなお全体としては，
その高い死亡率をはるかに上まわる出生率の高さに
よって，人口が急激に増加して行ったものと考えら
れる。」（同和問題研究室，1964）
住吉地区の人口増加は「自然増加」によるも
のであり，またそれは「多産多死の傾向」すな
わち「その高い死亡率をはるかに上まわる出生
率の高さによって，人口が急激に増加して行っ
た」ことに起因することがデータに基づいて明
示された。
1―3．「都市的性格」としての社会移動
先にみた通り，大阪市住吉区住吉町地区の人
口推移については，表面上は「農村地帯にある
部落の場合とほとんど変わらない傾向」が認め
られたが，その内実においては「部落的問題」
としての「多産多死の傾向」に起因する人口増
加が指摘された。しかしながら，都市にある以上，
通例通りの社会移動が「都市的性格」として認
められることを，報告書は以下の様に指摘して
いる。
「一つの地域に限定した人口の増減をみるときには，
転出入といった社会移動によるものも当然重要な役
割を果たすが，とくに都市における場合，それを無
視しては考えられない。第3表をみると，時期によっ
て転出入ともかなり変動があるが，まず転入につい
てのみいえば，明治 23 ～ 32 年に 13 ～ 18（人口 1,000
に対し），大正 9～ 13 年に 13.7，昭和 15 ～ 19 年に
24.9，そして最近の 16.2，と 4 つのピークがあると
みとめられる。転出も，これと同じくしてはげしく
なっているが，とくに，大正末期及び昭和 10 年代
の転出率が高い。ここでの転出入は，全戸転籍のご
とく，主として職業移動と考えられるもののほか，
養子，婚姻，認知，離縁などのいわゆる身分行為に
よる転出入のごとき，「家」を単位とする移動をも
ふくめているが，（ただし，部落内での家の間の移
動はふくまれていない。），農村部落である五丁目地
区や西丁地区の転出入率がせいぜい高くても 10 前
後であるのに対し，住吉地区では，転出入とも平均
20 前後を示しており，そのかぎりでは，やはり都
市的性格をもつとみてよい。しかし，91 年間の平
均は転入 19.8 に対し，転出は 20.2 であるから，人
口増加の要因としては転入はとくに問題とならず，
ここに，都市における未解放部落の，1つの特徴と
もいうべきものが見出される。」（同和問題研究室，
1964）
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第 3表　年度別，転入，転出（合計）数
および転入，転出率
転入 転出
実数 率 実数 率
明 5～ 7 4 40 6 6.1
8 ～ 12 7 39 17 9.4
13 ～ 17 26 12.7 ― ―
18 ～ 22 10 4.5 18 8.2
23 ～ 27 29 12.6 19 8.2
28 ～ 32 49 18.3 36 13.7
33 ～ 37 17 5.6 25 8.3
38 ～ 42 31 9.1 32 9.4
43 ～大 3 25 6.4 17 4.5
大 4 ～ 8 34 8.2 39 9.4
9 ～ 13 63 13.7 42 9.1
14 ～昭 4 46 9.1 77 15.2
昭 5 ～ 9 47 8.7 56 10.4
10 ～ 14 54 9.5 99 17.5
15 ～ 19 150 24.9 136 22.6
20 ～ 24 68 10.5 59 9.1
25 ～ 29 58 8.6 82 11.9
30 ～ 34 82 11.5 101 14.2
35 ～ 38.8 120 16.2 85 11.5
計 919 11.8 946 12.1
（備考）率は各年間の 1ヵ月平均の転入数または
転出数を各年間のはじめとおわりの本籍人口数
の平均で割り 1,000 倍したもの。
出典：『都市部落の人口と家族―大阪市住吉地区に
おける戸籍の研究―』（6頁）より抜粋。
ここで指摘されている様に，転入と転出には，
「4つのピーク」がみられる。都市的性格として
の社会移動が一定程度認められることは重要な
点である。なぜなら，人口増加の要因としての「多
産多死の傾向」だけでなく，人口構造のバラン
スが崩れる要因として転入転出率といった社会
移動による変動が基本的な住吉地区の性格とし
てあり，とりわけ昭和 15 年～ 19 年にみられる
人口変動のピークは何らかの政策的な影響が
あったと考えられるからである 8）。
8） 同報告書においては，社会移動に関連して「2　
婚姻」「3「家」」において詳細な分析がなされて
いる。
1―4．住吉地区における乳児死亡率
次に，報告書では，乳児死亡率 9）について以
下の様に指摘する。
「乳児死亡率はどうであろうか。本籍人口につい
て，出生数に対する 1歳未満の乳児死亡率の％をみ
ると，第 5表に示すごとくであり，明治 5年以降調
査時現在にいたる 91 年間に，戸籍上住吉地区で生
まれた者 3,023 人中，1才未満で死亡したものは 629
名（20.8％）に達している。時期によってかなり差
があるが，もっとも乳児死亡率の高かったのは，大
正 4～ 8年でその期間に生まれた者の，実に 35.0％
がわずか 1才未満で死亡しているのをはじめ，大正
14 ～昭和 4 年（30.4％），大正 9 ～ 13 年（29.5％），
明治 38 ～ 42 年（29.3％），あるいは明治 28 ～ 32 年
（28.1％）など，いずれも 30％前後の高い乳児死亡
率を示している。これらの時期はすでに検討したよ
9） 大阪を事例とした乳児死亡率の先駆的研究として
は速水（2009）を参照されたい。
第 5表　年度別乳児死亡数および乳児死亡率
出生率 乳児死亡数 乳児死亡率
明 5～ 7 45 ― ―
8～ 12 96 11 11.5
13 ～ 17 80 11 13.8
18 ～ 22 94 21 22.3
23 ～ 27 115 25 21.7
28 ～ 32 153 43 28.1
33 ～ 37 165 40 24.2
38 ～ 42 184 54 29.3
43 ～大 3 178 49 27.5
大 4 ～ 8 214 75 35.0
9 ～ 13 258 76 29.5
14 ～昭 4 240 73 30.4
昭 5 ～ 9 223 50 22.4
10 ～ 14 203 34 16.7
15 ～ 19 203 17 8.4
20 ～ 24 217 32 14.7
25 ～ 29 149 13 8.7
30 ～ 34 122 5 4.1
35 ～ 38.8 84 ― ―
計 3,023 629 20.8
出典：同報告書（9頁）より抜粋。
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うに，出生率においても，人口，1,000 に対して 50
もしくはそれ以上に達したときでもあり，またその
他の時期についても，大体出生率の高いときは乳児
死亡率も高くなる傾向がみられ，文字通り，多
﹅ ﹅
産
多
﹅ ﹅
死であり，しかも，なお，人口が急激に増加して
きたことを示している。」（大阪市同和問題研究室，
1964）
「多産多死」傾向が住吉地区の特徴であること
は，先の報告書で示されてきたが，とりわけそ
の傾向が顕著であったと同時に，「乳児死亡率」
の高かったのは，1915 年（大正 4）年から 1919（大
正 8）年であり，「その期間に生まれた者の，実
に 35.0％がわずか 1才未満で死亡している」の
である。
本稿で主題として取り上げる「地域に残され
た人びと」の発見の第一の契機は，この時期（1915
年（大正 4）年～ 1919（大正 8）年）にある。
すなわち，エリア人口構造の不安定さが最も顕
著に露呈した時期であるのだ。それは「多産多死」
傾向とともに「乳児死亡率」の高さがピークに
達した時期であり，同報告書の後半部「2　婚姻」
で指摘されているが戸籍上「庶子，私生子」の
まま死亡した人口の（同期の出生者合計に占め
る）割合が 42.5％と最高値を記録した時期でも
あった。
上記，報告書の表にみるように，住吉地区に
おいて乳児死亡率の低減をみるのは，1935（昭
和 10）年頃からであり，総体的に安定した数値
をみるのは 1950（昭和 25）年頃からである。こ
の数値低減の背景としていかなる政策があった
のかについては後述する。
2．エリアにおける人口問題
―乳児死亡率をめぐって
乳児死亡率の低減について述べる前に，まず，
基礎データとして，同報告書における「年度別，
死亡年令別，死亡者数」を確認しておく。
同報告書は人口動態について「第 6表」を示
しつつ次のように述べている。「本籍人口の死亡
年齢をみると，全体として 52.7％が「0～ 9 才」
で死亡しており，乳児死亡率だけでなく，全般
に幼少時に死亡するものが，明治以降昭和 24 年
ごろまでは全体の 50％以上を占めていたことが
明らかであるが，これも戦後の 25 年以後ではわ
ずかに 19.5％にまで激減し，かわって「70 才～」
が 17.3％にも達して，部落の人たちの寿命が著
しく延びてきたことがわかる」（大阪市同和問題
研究室，1964）
ここで特筆すべきは，主要な問題とされてき
た乳児死亡率が，1950（昭和 25）年にはある程
度の低減をみるやいなや，次には「かわって「70
才～」が 17.3％にも達して」いるという記述で
ある。上記「第 6 表」を詳細にみると，「昭和
25 年～ 38.8 年」における乳児死亡率は「19.5％」
であるが，他方，あえて非生産年齢人口として「50
～ 59 才」（16.1％）までも含めて「高齢者」数
をみてみると，「60 ～ 69 才」（15.5％），「70 才～」
第 6表　年度別，死亡年令別，死亡者数
0－9 才
％（N
10－19 才
％（N
20－29 才
％（N
30－39 才
％（N
40－49 才
％（N
50－59 才
％（N
60－69 才
％（N
70 才～
％（N
計
％（N
明 5～32 52.0（183 4.3（15 7.1（25 9.7（34 5.4（19 4.5（16 9.1（32 8.0（28 100.0（352
明 33～大 13 66.4（395 4.7（28 6.1（36 4.2（25 6.4（38 4.0（24 5.4（32 2.9（17 100.0（595
大 14～昭 24 49.2（327 5.0（33 9.9（66 6.9（46 9.2（61 8.3（55 7.5（50 4.1（27 100.0（665
昭 25～38．8 19.5（33 7.1（12 8.3（14 7.1（12 8.9（15 16.1（27 15.5（26 17.3（29 100.0（168
計 52.7（938 4.9（88 7.9（141 6.6（117 7.5（133 6.9（122 7.9（140 5.7（101 100.0（1,780
出典：同報告書（10 頁）より抜粋。
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（17.3％）となり，今度は「老人問題」がせり出
してきたことを示唆しているのである。全体的
に戦後の地区における死亡率が低減されたとは
いえ，こうした高齢者数の発現の記述は，生産
年齢人口の不安定さを想起させる。
乳児死亡率に話を戻すと，住吉地区の乳児死
亡率ピーク（平均 35.0％）の時期（1915 年（大
正 4）年～ 1919（大正 8）年）における大阪の
その状況については，『大阪市民生事業史』（大
阪市民生局：1964）で示されている。大阪にあっ
ても同時期，全国及び主要都市と比して高い乳
児死亡率が問題化されていた。この時期（1915
年（大正 4）年～ 1919（大正 8）年）の乳児死
亡率の全国平均が「17.2％」であり，神奈川県
（16.9％），愛知県（17.2％），東京府（17.8％），
兵庫県（18.0％），京都府（20.1％），大阪府（23.4％）
と最も高い値を示していた。なぜこの時期に大
阪の乳児死亡率が高いのかについては，まだ明
らかにされていないが，住吉地区を一事例とし
てみる限りにおいて，インフルエンザの流行の
みならず，「庶子，私生子」の急増や米騒動の勃
発とそれらに対する対応策等，多角的な検証の
必要性が指摘できる。
2―1． 大阪における「乳児死亡率」に対する取
り組み
『大阪市民生事業史』（1978）では，「乳幼児の
保護と保嬰館の設立」（大阪市民生局，1978）の
項で次のように記されている。
「大正期の日本の乳児死亡率は先進国に比較し
てかなり高いものであったが，その日本におい
ても，大阪は，他の大都市をもつ府県に比して
最も高いものであった。大正 9 年においては，
出生 100 に対する死亡率は東京府 16.8 に対して
大阪府は 22.4 という数を示し，ほぼ 4分の 1多
い数をしめている。」（大阪市民生局，1964）
大阪市では 1918 年（大正 7）年にインフルエ
ンザの流行により乳児死亡率はピークに達す
る 10）。当時，小河滋次郎は「乳幼児保護対策のた
めの協議会を開催し，乳幼児保護施設草案を作
成し，その実施について方面委員の協力をもと
めた。大阪の乳幼児保護は「焦眉の急務」であり，
このためには妊産婦の保護はもちろん衛生教育
の必要を説き，方面委員は，社会測量を行なう
間にとくに乳児と妊産婦に注意をむけるように
指導した」とされる。（大阪市民生局，1978）
1920 年（大正 9）年 3 月に着手された乳幼児
保護施設案の第 5条では，「5．助力の手段とし
て取るべき要項凡そ左の如し」として，具体的
には「（イ）妊産婦の心得べき事項を指示するこ
と」「（ロ）医師又は産婆の手当を受けしむること」
「（ハ）妊婦に対しては其健否に拘はらず，成る
べく相当の時機に於て医師の診察を受けしむる
こと」「（ニ）医師，産婆，乳母，手伝等の依頼
又は傭人，入院，牛乳の供給等に関する斡旋を
なすこと」「（ホ）衣類，寝具，滋養物及び分娩
に際し，助産に必要なる消毒其他の器具材料類
の貸付又は給付をなすこと」「（ヘ）炊はん，洗
たく，幼児保育等に関する家政上の補助をなす
こと」「（ト）産児措置に関し，必要に応じ里親，
又は恤救に依る保育方の斡旋をなすこと」「（チ）
産児の哺育上の注意に就て指示をなすこと」
「（リ）出産届の指示又は代弁をなすこと」（ヌ）
妊産婦に適当なる職業の指示又は紹介をなすこ
と」「（ワ）費用の補助は貸付を原則とすること」
が示され，また，第 6条では「本事業の徹底を
計らん為めに左の諸機関と円満なる聰絡を取り，
その担任又は協力を求むること」として，「警察
官署，市区役所及町役場，大阪市救済課（特に
市立産院，市立児童相談所，市立職業紹介所，
市立簡易食堂），大阪府医師会，大阪市医師会，
恩賜財団済生会（特に病院，診療所，巡視員），
大日本赤十字大阪支部（特に赤十字病院），弘済
会（特に保育部各保育所，育児部，救療部，慈
恵病院，生野保養所），大阪府衛生会，産婆会，
10） 和田（2005）および樋上（2009）を参照されたい。
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産科病院，産院，妊婦扱所，婦人科開業医及産婆，
大阪救済事業同盟，博愛社其他の私立保育機関
（孤児院，保育所等），各種の婦人会，私立職業
紹介所，大阪毎日新聞慈善団（巡回診療部）」（大
阪市民生局，1978）が総動員される形で乳幼児
保護事業が展開された。このことからも乳幼児
死亡率が急務の社会問題として扱われていたこ
とがわかる。
ところで，当時，方面委員は貧困者の立場か
ら市に対して多くの要求を出している。その興
味深い点として，方面委員制度が創設された当
時より大阪府下の救療機関のベッド数が不足し
ていた。そのため，1920（大正 9）年 11 月の常
務委員会で「方面病院」の設置の要求を行って
いる。その際，「細民に対する特別な病院の建設
を府および市に建議することを決定し，その実
行委員 5人を選任している。実行委員は全国の
救療機関を調査した結果，東京市内の救療機関
のベッド数が 1,300 あるに対して大阪市内には
わずかに 350 しかないことを確認した」とされ
る。結果的に「方面病院」の実現はならなかっ
たものの「市民病院」が建設される間，大阪市
医師会（会長緒方医師）の協力のもと「市民病
院開設まで医師会から各方面に 2名あて方面委
員もしくは他の名称で医師を加え，この 2名の
医師は無料または減額の診療を行ない，救療事
業の欠陥をおぎな」う取り組みが実施された。「こ
のころ創設された日本生命済生会がある。（中略）
この済生会は健康相談所，救急救護班，巡回診
療班，乳幼児保護教養班などをもち多彩な活動
を開始している」（大阪市民生局，1978）
なお，全国的な動向となるが，大阪では方面
委員の活動をさらに充実するために，1926（大
正15）年，大阪府は府立保嬰館11）を設立している。
大阪にあっては，こうした「細民」への施策と
して，方面委員を中心に総合的な取り組みが展
11） 保嬰館事業については同書（大阪市民生局，1978）
32 頁参照。
開された。方面委員から病院建設の要望が出さ
れたり，医師会からボランタリーに医師が派遣
要請される程，もはや地域だけでは諸問題の解
決が困難だったことを物語っているのである。
2―2． 全国的な政策動向（1915（大正 4）年～
1919（大正 8）年）
他方，自治体が急迫するなか，政府にあっては，
この時期，部落改善が主要な政策課題として初
めて浮上する。1914（大正 3）年内務大臣から
部落改善を盛り込んだ訓示が初めてなされた時
期でもあった。藤野（1984）によると，首相兼
内相の大隈重信は「訓示」のなかに示された「失
意不幸の境遇にある者」とは「被差別部落の人
びとをさす」と大江卓に対して語ったという。
また，その翌年（1915 年）には「帝国公道会」
が設立され，各自治体に対しては地方公道会の
設置も求められていた。その「主な活動は，被
差別部落の巡回視察と講演・差別事件の調停・
北海道移住の奨励実施」であった。しかしながら，
部落改善政策に特別に予算が組まれたわけでは
なく，「帝国公道会は内務省や府県当局の政策を
補完するものであった」にもかかわらず，低迷
していくこととなる。1917（大正 6）年度には「会
の財政難から移住事業は打ち切られてしまう。
北海道庁には，移住団一団体中被差別部落出身
者は七戸までとするという内規もあったといわ
れる。この時期は，第一次世界大戦による好況
期で，北海道第一次拓殖計画も好転してきてい
た。帝国公道会もこうした状況に便乗しようと
したのであるが，結果は失敗に終わった」（藤野，
1984）。
なお，この時期は，社会福祉の前史的把握と
して「感化救済事業」期（1908 年頃～ 1918 年）
と名付けられる時期でもある。藤原（2006）に
よれば，感化救済事業期とは「最も閉鎖的で保
守的な小領域に脚光が浴びせられた」時期であ
り，「日露戦争後の国民統制と深く関係し，具体
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的事業の展開としては，感化事業の増加，施療
救療事業の発展，宿泊・職業紹介などの防貧事
業の勃興，保育事業を中心とする児童救済事業
の発展などの特徴をもつ」とされ，「国家の経済
負担を極力回避し，国民に対する『精神的』対応」
や「国家に責任を持たせない道徳主義的救済行
政の提起」（藤原，2006）を事業特徴としている
期間である。したがって，部落改善の「訓示」
に始まる「帝国公道会」の低迷も，「国家の経済
負担を極力回避」する事業期の特色としても理
解できる。
2―3． 米騒動（1918（大正 7）年）の勃発―
別角度からのエリアの問題化
この時期，「乳児死亡率」の高さのみならず，
別角度からも部落エリアは問題視されていた。
その契機となったのが，いわゆる「米騒動」（1918
（大正 8）年）の勃発である。
1918（大正 8）年，米価は徐々に上昇し始め，
国民生活が窮迫する中，寺内内閣はそれへの対
処 12）を迫られる。藤野（1984）によると，米価
上昇の「根本原因は，寄生地主制下の農業生産
の停滞と急激な資本主義発展による米の需要増
大との矛盾にあったが，直接的には七月に寺内
正毅内閣がロシア革命に干渉するためシベリア
出兵を決定すると，米商人や地主が投機してさ
らに米価高騰をあおったことによる」（藤野，
1984）という。
米騒動への対応策として，当時政府は内務大
臣水野錬太郎の監督下に救済事業調査会を設置
し，救済対象の特定化を急いだ。大阪府救済課
において『部落台帳』（1918 年）が作成された
のもこの時である。
『部落台帳』や『貧民台帳』の作成は，救済対
象を特定する意図と同時に「貧民警察」を確立
する等，治安維持的な意図を有していたことは
あまねく知られている通りである。「被差別部落
12） この詳細は藤野（1984）117 頁参照。
こそ，「貧民の部落をなすもの」の典型」として
捉えられ，内務省は各府県に「細民部落調査の
通牒を発し」，部落エリアとその居住者に関して
細部にわたる調査が行われた 13）。（藤野，1984）
この米騒動に，多くの被差別部落の人びとが
参加したことはよく知られている 14）。
「しかし，米騒動が被差別部落の人びとにより
引き起こされたと見ることはできない。彼らは
物価高騰に苦しむ国民の一人として米騒動に参
加したのであり，被差別部落独自の利害にもと
づいたわけではない。しかるに，寺内内閣は，
米騒動を被差別部落の人びとを中心にした暴動
というイメージのなかに塗りこめようとした」
（藤野，1984）のである。
その例証として住吉の事例 15）（友永，2011）を
挙げれば，「住吉の地でも八月一二日，米屋が「襲
撃」されましたが，住吉部落の住民一二名がそ
の首謀者として逮捕され有罪の判決を受けてい
ます。（中略）これに対して故住田利雄さんは，
幼少時の体験や関係者への聞き取り等を踏まえ，
（中略）住吉部落に対する差別的偏見を利用して
住吉部落住民一二名を「首謀者」にでっち上げ
た冤罪事件であることを明らかにしています。
（「米騒動に於ける住吉部落の動き」雑誌『部落』
一三七号，一九六一（昭和三六）年六月）」（友永，
2011）すなわち，米騒動は「被差別部落の人び
とを中心にした暴動」であるというイメージが
政治的にも大衆的にもメディアを通じて形成さ
れ，それが「冤罪事件」を引き起こしたことを
住田利雄は実証したのである。
このことが示すように，米騒動時，住吉にお
いて「冤罪事件」が発生するほど，部落エリア
は治安の対象エリアとして表象され，政策的に
も大衆的にも問題視されていたのである。
米騒動後の住吉においては環境整備をはじめ
13） この点も藤野（1984）を参照。
14） 同じく藤野（1984）を参照。
15） 米騒動をめぐる言説として様々なやり取りがあ
る。詳しくは友永（2011）を参照。
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様々な事業が展開されることになる。その点に
ついて，部落解放運動のイデオローグである友
永（2011）は次の様に述べている。
「一九二二（大正一一）年三月三日，全国水平社
が創立されますが，この米騒動の際の弾圧も影響し
て住吉部落には水平社の組織はできなかったので
す。それだけでなく，米騒動の犠牲者を出した見返
りとしての意味合いも考えられますが，政府は水平
社の運動が拡大することを食い止めるために
一九二三（大正一二）年から地区改善事業を実施し
ますが，その対象地域に全国二〇箇所の部落を選び，
大阪では住吉地区が選ばれています。住吉地区では，
同年から一九三三（昭和八）年までの一一年間，住
宅（三三戸）の建設，道路の拡幅・新設，公園の整
備，託児所と青年会館の建設などの事業が実施され
ました（当初目標の六割程度の事業実施）。この事
業は住吉部落における「第一期まちづくり」であっ
たといえますが，地元の自発的な運動との関わりは
全く不十分なものにとどまっていました。なお，戦
前では住吉部落住民による自主的な取り組みとして
最も注目されることは，一九一九（大正八）年に，
地区内の三一名が中心となって青年湯を建設したこ
とです。地元でできることは地元でやっていくとい
う精神の現れとして受け継いで行かねばならないこ
とではないでしょうか。」（友永，2011）
ここでの友永の記述はあくまで部落解放運動
からのパースペクティヴに基づき，主として住
民や運動内部に対して向けられたものである。
友永が指摘する様に，住吉においては，「水平社
の組織」はできなかったのだが，1919（大正 8）
年に「青年湯」が建設され，その後，1920（大
正 9）年より実施されていた「部落改善事業」
が 1923（大正 12）年に改称された「地方改善地
区整理事業」の第一期（1923（大正 12）年～
1933（昭和 8）年）の対象地区として選定され
ている。また，その後も内務省の外郭団体であ
る中央融和事業協会が中心となり融和事業全国
協議会の名称で作成された「融和事業完成 10 ヵ
年計画」（1935（昭和 10）年～ 1945（昭和 20）年）
の対象地区にもなる。さらには，1970（昭和
45）年からは同和対策特別措置法を背景に「地
区総合計画」の対象となり部落解放運動の一環
として「住吉部落解放総合計画」が取り組まれ
てきた。友永の記述にうかがえる様に，「地元で
できることは地元でやっていくという精神」（自
主解放）というスローガンは，換言すれば，「住
民自治の回復」を「住民」に対して希求してい
るのである。その歴史的背景として，地区を対
象とした一連の諸事業による「まちづくり」で
は不十分だったこと，すなわち再スラム化して
きたことを示唆しているのである。
1919（大正 8）年に住吉で「青年湯」が建設
されたこの時期の政治動向について確認してお
くと，米騒動を契機に，寺内内閣から原内閣に
交代し，部落改善政策から融和政策への転換が
生じていた。また，内務省のもとで民力涵養運
動が開始される。藤野（1984）によると，「この
運動は，思想面では民主主義・社会主義に対抗
する国家主義思想の普及をはかり，経済面では
節約と貯金を奨励した。そして，日露戦後の地
方改良運動では，地方自治に献身しうる人物を
得ることが重視され，特に村長・小学校長・宗
教家・篤志家の指導力が求められたのに対し，
民力涵養運動では，広く国民一人ひとりが日本
国民としての責務をもつことが求められた。そ
して強固な国家意識を養成するためにも，国民
の一体化は必要であり，融和政策は民力涵養運
動の一環ともなったのである。（中略）原内閣は
融和政策を進めるため，1920 年度予算に部落改
善費五万円を組み入れた。1921（大正10）年以降，
内務省は地方改良費五万円のなかから部落改善
団体の奨励助成費一万〇八〇〇円を支出してい
たが，初めて部落改善費が正式に政府予算に組
まれたことになる。」（藤野，1984）
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また，この時期，原内閣は米騒動の前後の融
和政策の効果測定として「細民部落調査」と項
目を合致させた調査を実施している。そしてそ
の一部が内務省社会局（編）『部落改善の概況』
（1921）である。藤野（1984）も指摘している様
に，1917年と1920年の調査結果を比較すると「補
習学級・青年会・婦人会では，被差別部落とそ
れ以外の地区との一本化がかなり進んでいる」
のである。住吉における「青年湯」の取り組み
もまた，こうした動向との関連が推察できるが，
この点についてはこれ以上取り上げず，今後の
課題としたい。
なお，関連事項として，1921（大正 10）年に
留岡幸助や山室軍平らによって作成された「社
会事業調査会の答申」において「部落改善施設
要綱」の影響も見落とすべきではない。
米騒動の勃発によって，部落エリアは救済対
象エリアとして捉えられてきたのみならず，治
安対象エリアとして表象されてきたのであるが，
住吉にあっては，様々な政策的運動的な関与と
その展開があった。
2―4．乳児死亡率の減少
先にみた報告書によると，「昭和 15 年頃から，
漸く部落の生活のいろんな面でのレベル・アッ
プが，かなり進行したとも思われるし，そのか
ぎりでは多産多死の傾向も次第にうすれて行っ
たとみることができる」（大阪市同和問題研究室，
1964）と述べられている。
この背景として，いかなる政策的運動的効果
があったのかについては明確に判別できないが，
少なくとも，前述した一連の生活環境改善に関
する諸施策の影響は否めない。
ここでは 1940（昭和 15）年に至る直近 5年間
の住吉をめぐる動向について主な点のみ示して
おく。
まず，先にふれた様に，中央融和事業協会を
中心に 1935（昭和 10）年 6月に「融和事業完成
10 ヵ年計画」成案を得て事業が実施された。本
計画では「自力更生施設費（産業経済施設費，
教育文化施設費，環境文化施設費），教育教化施
設費，融和事業機関費を年次別，都道府県別，
使途項目別に予算化したものである。この計画
は政府によって認められたが，ほとんど実施さ
れなかった。しかし，融和事業にかかわる総合
的な年次計画が政府によって認められた事実は
大きな意味をもっている」（内田，1993）のである。
その実，融和運動として，各区においてその
活動が展開されている。『融和政策と融和運動
―資料編（Ⅱ）』（大阪市教育研究所，1979）
では，当時の「融和時報」が収められているが，
住吉についても詳細な記録がみられる。例えば，
1931（昭和 6）年に大阪府公道会住吉支部が発
足されるが，時報からその後の取り組みの様子
が伺える。例えば「時局豊かに住吉区支部総会
開催さる（『融和時報』第 146号　昭和 14・1・1）16）」
（大阪市教育研究所，1979）というタイトルや，
1939（昭和 14）年に住吉町経済更生会が結成さ
れた時の詳細を時報は伝えている。「住吉区住吉
町に待望の経済更生会生る（『融和時報』第 151
号　昭和 14 年 6・1）17）」（大阪市教育研究所，
1979）というタイトルがある。そして，「漸く部
落の生活のいろんな面でのレベル・アップが，
16） 「大阪府公道会住吉支部本年度総会は十一月二十八
日支部長以下会員有志本府より河上社会事業主事
を加へ一行百余名，石清水八幡宮に参拝皇軍将兵
の武運長久を祈願。戦没将兵の英霊に対し感謝の
黙禱を捧げ，一里半の路を強行徒歩にて興福寺に
至り昼食の後，二時より総会を開催河上主事より
時局と融和に関する講演を開き一同融和促進に邁
進せんことを契った。蓋し非常時下に於ける極め
て有益な異色ある総会であった」と報じる。
17） 「府下全般に亘り近時経済更生運動の熱熾烈に
なって来たが，大阪市南端住吉区住吉町に於て去
年初旬，町内の青物行商人，乾物小売人，靴修繕
業者等有志九十五名を以って，住吉町経済更生会
を結成され，笹田健治氏会長となって，先づ，町
内の高利金融を清算し，市より低利資金の融通を
受け，青物，乾物の共同購入を行ひ，実践運動に
第一歩を進められた。然して同会は遂次，協同，
販売，価格の統制，人事相談，其の他諸般の改善
にも意を注ぎ，経済の更生環境改善に一路邁進さ
るることとなった。」と報じる。
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かなり進行した」と指摘される 1940（昭和 15）
年における時報は「生活刷新運動協議会」が開
催された事を報じている。その協議会において
「特に　一，社会的進出の指導（職業転職の指導
斡旋）　二，消費規正運動の指導　三，保健衛生
方面の指導　四，幼少年並に婦人指導に就て積
極的に活動すべき旨を詳細に強調」することが
確認されたとされる 18）（大阪市教育研究所，
1979）。
当然，この時期（1940 年）に至るまでには，
国や自治体及び地区レベルにおいて生活に関連
する諸事業・施策が展開されている。例えば，
1937（昭和 12）年 3月の「母子保健法公布」や「保
健所法公布」があり，翌年の 1938（昭和 13）年
2 月には「阿倍野保健所」の設立や「母子保護
事務取扱規定」の制定，そして同年 1938（昭和
13）年 4月の「社会事業法公布」（同 7月施行），
住吉でも，同年 5月「市立住吉母子寮」が設立
され，同年 12 月には「住吉託児所」が設立され
ている。しかし敢えて見逃すべきでないのが，「公
道会」や「経済更生会」の生活の細部に及んで
いる活動である。「住吉更生会総会（『融和時報』
第 165 号　昭和 15・8・1）」においては「青物
行商者を中心として組織して居る住吉区住吉町
更生会では，去る七月十二日午後七時より同町
18） 「先づ，河上常任理事は更生運動の経過と目標に
関して述べ，本日の協議会は，更生会活動部面の
展開方策を協議するにありとして，特に　一，社
会的進出の指導（職業転職の指導斡旋）　ニ，消
費規正運動の指導　三，保健衛生方面の指導　四，
幼少年並に婦人指導に就て積極的に活動すべき旨
を詳細に強調した。之に対して浪速区の松田氏，
堺市の泉野氏，北河内の小西氏南河内の櫻井氏等
より各々の更生会に於ける活動部面を報告し殊に
婦人指導の重要性を強調するところがあった。更
に，恰も来版中の中西郷市氏（東京朝日新聞社に
十五ヵ年勤続し最近産業組合中央会頭有馬伯の下
にありて新政治体制樹立運動に活躍しつつある志
士）より「新政治体制樹立運動と部落更生運動指
導者の任務」に関する講演を聞き一同得るところ
大なるものがあり，午後五時閉会す。かくて，わ
が更生運動は各地区に於て画期的の新生活運動を
展開するであらう。（『融和時報』第 165 号　昭和
15・8・1）」と記録される。
託児所に於て総会を開催したが，河上大阪府主
事，明石大阪市福利係長，玉出市民館長其他百
数十名出席し盛会であったが，席上，河上主事
は生活刷新運動に就で獅子吼し，散会後更生会
役員と府市当局と更生方策に就て協議するとこ
ろがあった。」（大阪市教育研究所，1979）
上記の記述にみられる様に，当時，住吉更生
会が住民の生活の細部において影響力をもって
いた事がわかる。1940（昭和 15）年に始まる生
活面でのレベルアップの背景には，こうした融
和運動団体・組織の影響が少なからずあったと
推察する。
3．エリアにおける人口問題
―高齢化率をめぐって
先の報告書（同和問題研究室：1964）でみた
様に，乳児死亡率が低減するやいなや，次には
「「70 才～」が 17.3％にも達して，部落の人たち
の寿命が著しく延びてきた」ことが問題視され
ていた。この老人問題の問題化の背景として，
地区における「生産年齢人口」の不安定さが指
摘できる。
データについて確認しておくと，1950（昭和
25）年～ 1963（昭和 38）年 8月までの年齢別人
口構成をみると，「昭和 25 年～ 38.8 年」におけ
る乳児死亡率は「19.5％」であるが，他方，あ
えて非生産年齢人口として「50 ～ 59 才」（16.1％）
までも含めて「高齢者」数をみてみると，「60
～ 69 才」（15.5％），「70 才～」（17.3％）となり，
今度は「老人問題」がせり出してきたことを示
唆しているのである。
3―1． 部落エリアにおける「老人」はいつから
いかに発見されてきたのか
部落エリアにおける「老人」の発見のされ方
には特徴がある。それは，先の「乳児死亡率」
の問題化がそうであったように，保護されるべ
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き人々（社会的弱者）としての「老人」が保護
されていない地域（改善されるべき対象地域）
に「残された人びと」として描かれている点で
ある。
例えば，1912 年に内務省地方局によってまと
められた『地方改良実例　細民部落改善其二』19）
において，「老人」は次の様に描かれている。
「細民部落に於ては，戸数の数に比して駄菓子屋
多く，之が為めに老弱を問はず間食をなし，浪費に
流るるは一般の習なり。本部落に於ては夙に此弊風
を認め，部落互に相約して間食を爲さざることとし，
一面部落内に菓子店をおかざることを定め……」（内
務省地方局，1912）
これは「街路の清潔なる新町部落（京都府）」
における記述であるが，「老弱を問わず間食をな
し，浪費に流るる」ことが問題とされ，部落内
における駄菓子屋の規制を通じて間食をなくす
取り組みが行われている。ここで「老弱（者）」
は取り立てて問題とされておらず細民部落住民
すべてが対象とされていることがわかる。
また，静岡県の事例に関する記述には「改善
せる吉野村（静岡県）」では，明治 31 年 11 月に
有志家北村電三郎，長谷藤市らが吉野村風俗改
善同盟會を組織し，「従来の悪弊を矯正し，賭博
をなす者，飲酒に耽る者，其他悪事醜行をなす
者を厳重に取締り，善良なる家庭を作り，又一
面には善行者を表彰し，高齢者を厚遇し，夜学
を開始して，青年を指導し，戓は疾病其他の災
害にて貧困に陥りたる者を救済する等各種の方
面して民風の改善を促がすにありき」とあり，
19） 全国における地方改良の実例を紹介した資料であ
る。『地方改良実例』（内務省地方局，1912）の記
述様式は明解である。主として，該当地域の実情
がどれほど酷いものなのかが述べられた後，そこ
での地域改良に携わった団体組織や篤志家による
改良の成功事例が示されているのである。この発
行も「感化救済事業」期（1908 年頃～ 1918 年）
である。なお，これに関連する言及として藤野
（1984）参照されたい。
逸脱者の取り締まりを強化する一方，「篤志善行
者」を受賞したり，「七十歳以上の高齢者に養老
金を」，「鰥寡孤独の貧困者に扶養料贈與し」た
りしている。
この実例が示すのは，「高齢者を厚遇」する対
象として位置付けている反面，逸脱行為者を厳
重に取り締まっていることである。要するに，
善い行いと悪い行いとを明確に識別するために
救済対象（「高齢者」や「鰥寡孤独の貧困者」）
を明示しているのである 20）。なお，その取り組み
も高齢者のみならず多岐にわたっていることも
わかる。
では，地方（部落）改良において「善い行い」
として認められる「救済すべき対象」は誰でも
よかったのだろうか。すなわち，「救うべき対象」
と「救わないでおくべき対象」の線引きはあっ
たのだろうか。この点について同実例における
「新川部落と矯修会の活動（兵庫県）」の項に興
味深い記述がある。
「矯修會の目的」として「矯修會は此部落の改善
救済を目的とする団体にして，其事業の重なるもの
は，風俗の矯正，衛生設備の改善，授産，施設及貯
蓄奨励等なりとす。即ち矯風の方法としては，毎月
一回若しくは二回の講話會を開き，知名の士を招
● 21）して，教育勅語，戊申詔書を奉讀し，矯風の事
20） この点について副田（1986）は次の様に指摘する。
「老年，病人，心身障害者，ときには子ども，女
性までをさして社会的弱者という言葉がつかわれ
るようになったのは，いつごろからであろうか。
（中略）社会的弱者の発想は老年を現在において
能力が不足・欠落するもの，無能力なものとして
とらえる。老年にかんして，「タテマエ」は過去
の能力，実績を強調し，「ホンネ」は現在の無能力・
弱さをあなどるといってもよい。そのかぎりで，
敬老思想と老年を社会的弱者とみなす発想は表裏
の関係にあり，論理的にも一貫している。社会的
弱者という考え方は，このようにして，能力主義
的人間観にまず基礎づけられる。しかし，老年に
かぎっていえば，ほかに，青年文化，社会的無関心，
私生活主義などによる影響もみのがすべきではな
い。」参照。
21） 資料劣化のため読みとれない箇所については●記
号を用いた。
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は素より，衛生又は産業に関する講和を爲して，改
善の必要を自覚せしむることに努め，一面には悪漢
浮浪の徒及乞食等の来住するを防がんが爲め，木賃
宿営業者に対し，是等の宿泊者を拒絶することを誓
はしめ，若し挙動怪しき者ある時は，即時警察署に
申告せしむることとなしたるに，其の効果著しく，
逃亡犯人及悪漢浮浪者等の潜伏するもの漸次跡を絶
つに至らんとす。」（内務省地方局，1912）
ここに明示されているのは，矯修會による矯
風の方法として，木賃宿営業者に対して「一面
には悪漢浮浪の徒及乞食等の来住するを防がん
が爲め」，これらの宿泊者の拒絶を誓約させた。
そしてその効果は著しかったと述べている。す
なわち，改善救済の対象とする「細民」の識別
が行われているのである。そして，矯修會にあっ
ては，「悪漢浮浪の徒及乞食等の来住するを防」
ぐという方法から見出せるのは，改善救済の対
象者（あるいはエリア）を限定していた点である。
その上で，矯修會は一事業として，病者に対し
て施療券を発行したり，通帳を通じて医療費や
薬価を管理する等の仕組みを作ったりしている。
実例をみる限りにおいて，こうした救済改善
対象（者）の限定は，各慈善（改善）団体の方
針によって異なっており，委託されていること
がわかる 22）。
保護されるべき人 （々社会的弱者）としての「老
人」が保護されていない地域（改善されるべき
対象地域）として描かれていた。換言すれば，
改善されるべき対象地域において保護されるべ
き人々（社会的弱者）としての「老人」が保護
されないまま居ると描かれているのである 23）。
22） その他の実例報告として大阪では「南王子村と村
営浴場（大阪府）」，「鳴瀧村と店舗の制限（大阪
府）」，「南方部落と街路の拡張（大阪府）」，「西燈
油部落と小西父子の働（大阪府）」，「新北町部落
の開発と巡査の熱誠（大阪府）」，「伊奈部落の近
況と教員の働（愛知県）」，「名古屋市の細民窟と
僧侶の篤志（愛知県）」が紹介されている。
23） なお，大阪における養老事業及び大阪養老院（1902
年）については，鳥谷（2009）を参照されたい。
3―2．「地域に残された人びと」としての「老
人問題」の問題化
通例，「老人」の問題化は，社会保障制度・政
策展開との関連により 1970 年代に焦点化されて
きたという言説が主流であった 24）が，前史的な
当該問題の捕捉として，内務省が地方改良政策
のなかで「保護されるべき人々としての老人が
保護されていない地域」を炙り出すために「老い」
を発見したことは特筆すべき点である。そして
この改良対象地域における「社会的弱者」の発
見は，当然，老人に限ったことではない。児童，
女性，傷病者等も含まれている。すなわち，国
による地方改良の正当性を担保するために「社
会的弱者」としての「老い」が，1912 年には既に，
地域において発見されてきたのである。そして
この言説効果は，部落改善運動のみならず戦前
の融和運動を経由しつつ戦後現代にいたる部落
解放運動にまで連続してきたのである。
とりわけ本稿が事例として取り上げる住吉地
区においては，先にもふれた通り，事業面につ
いては，1923（大正 12）年に「地方改善地区整
理事業」の第一期（1923（大正 12）年～ 1933（昭
和 8）年）の対象地区として選定され，その後
も「融和事業完成 10 ヵ年計画」（1935（昭和
10）年～ 1945（昭和 20）年）が実施され，さら
に，1970（昭和 45）年からは同和対策特別措置
法を背景とする「地区総合計画」が部落解放運
動の一環として取り組まれてきたが故に，各政
策の連続性について理解しやすいといえる。
部落改善政策と融和政策の連続性についてい
えば，先にみた様に，米騒動を契機とするその
方策の転換からも確認できるし，当時政府がそ
の効果測定のために調査項目を合致させ比較可
能なものとしたことからも理解可能である。な
お，融和政策と同和政策との連続性についても
政策面において，藤野（1984）や吉村（2009）
らによって既に明らかにされている。
24） 筆者もこの視角は重要だと考える。
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いずれにせよ本稿で主要な先行研究資料とし
て取り上げた『都市部落の人口と家族―大阪
市住吉地区における戸籍の研究』（大阪市同和問
題研究室，1964）において示唆されていた様に，
「都市部落の人口と家族」が何故主題として「乳
児死亡率」や「高齢化率」を問題とし，「婚姻」
や「家」及び「同和婚」に及ぶまで調べたのか
というその背景として，部落エリアにおける人
口構成の不安定さ―とりわけ支えることが期
待される「生産年齢人口」の不安定さ―にこ
そ問題があることを指摘しているのである。そ
して，エリア人口構成の問題化の前提として，「住
民自治の回復」による問題解決が絶えず政策的
にも運動的にも希求されてきたのである。こう
した問題意識の地平において「老人」は「地域
に残された人びと」として発見されてきたので
ある。
4．考察―「地域に残された人びと」の発見
をめぐって
本稿では，『都市部落の人口と家族―大阪市
住吉地区における戸籍の研究』（大阪市同和問題
研究室）を主要な先行研究として解読しつつ，
この報告書が産出した言説効果について多角的
に検証してきた。まず報告書（1964 年）のエッ
センスとして次の点を確認した。それは主とし
て，第一に，同和行政の効果測定のための指標
策定に向けた「プレ調査」として，改善すべき
点（メルクマール）を明示した点である。同報
告書が作製された翌年には行政による精密調査
（大阪市同和問題研究室，1965 年～ 1966 年，『大
阪市における同和事業の効果測定』，大阪市同和
問題研究室）が実施され，住民の生活実態の細
部に及ぶ膨大なデータが集積された。この行政
調査に先んじて当事者運動側から地域課題を剔
出し，政策効果を左右するメルクマールを提起
した意義として，何より当事者組織こそが「当
事者」の諸々の課題や要求を理解しており，行
政主導では解決不可能な課題をも「当事者」に
対して提起しうることを示唆した点が挙げられ
よう。第二に，「法意識の欠如」を指摘すること
で部落住民への自覚を促すという言説効果を結
果的に有していた点，第三として，部落エリア
における人口構造のアンバランスな点を「乳児」
や「老人」数といった「地域に残された人びと」
の問題を明示することを通じて「生産年齢人口」
（支えるべき人々）の不足を示唆しており，そこ
に通底する問題意識として，エリア人口はエリ
アの「自治」で完結（解決）すべきであるとい
う期待を込めた考え方を前提としている点，が
挙げられる。ここに通底する「住民自治の回復」
によって諸問題を解決していこうという問題意
識は，戦後現代の部落解放運動に限らず，部落
改善運動や融和運動にもみられるものであった。
今後の課題として，第一に，1970 年代以降の
部落解放運動に対して与えた言説効果として，
不足している生産年齢人口を問題化するために
「乳児」や「老人」を発見することを通じて，運
動内部で「自立」や「解放」といった指針にも
大きな相違点をもたらした点を具体的な文脈に
おいて明示することが挙げられる。例えば，乳
児に力点を置いた医療や保育，教育を充実させ
る施策を採るのか，あるいは高齢者の医療や福
祉に力点を置いた施策を採るのかという自立と
その支援方策をめぐる対立を引き起こしてきた。
このことは，単に運動内部の軋轢や対立にとど
まらず，外部の施策と結びつくことによって他
法他施策にも影響を及ぼしてきたことからも重
要な論点だといえる。第二に，すなわち，社会
移動についても，エリアへの転入者の受入れに
際して，生産人口（支える側）として期待でき
る人物を優先したり，転出することが促された
りといったこと等も同様に重要な論点なのであ
る。
なお，住民自治とその自覚促進を前提とした
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問いの立て方とその対応策は，様々な言説を編
成しつつ，その実，一貫して採られてきた方法
だった。しかしなぜ，このことは，現代にあっ
ても自明の前提とされてきたのであろうか。外
的要因によってもたらされた社会問題の解決を，
当該地域の自治の回復，つまり，自助的努力に
よって解決するということの困難と不条理が，
愕然とあるにもかかわらず，行政も運動も社会
問題の根本的解決から目を背けてきた。本当に
不利な立場に置かれた人びとのために，そろそ
ろ直視せねばならないのだ。
「住民自治の回復」を基調としつつ「地域に残
された人びと」はその都度，適宜，発見され問
題化され，結果としてそうした人びとは地域に
残されていくのである。
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